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1. 平成23年12月期第３四半期の連結業績（平成23年１月１日～平成23年９月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第３四半期 223,275 △9.3 21,561 △3.0 21,246 △2.3 8,639 38.3
22年12月期第３四半期 246,107 △11.1 22,216 25.8 21,752 28.3 6,246 △34.5

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年12月期第３四半期 64.98 ―
22年12月期第３四半期 46.98 ―

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第３四半期 206,423 157,122 76.0 1,180.61
22年12月期 200,228 152,462 76.1 1,145.63

(参考) 自己資本 23年12月期第３四半期 156,972百万円 22年12月期 152,321百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00

23年12月期 ― 0.00 ―

23年12月期(予想) 30.00 30.00

3. 平成23年12月期の連結業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 304,500 △6.0 29,200 3.8 28,200 3.8 13,700 74.2 103.03



  

 
(注) 当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 
(注) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 
(注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

 ※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期

決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は、概ね終了

しております。 

  

 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実

な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因

によって大きく異なる結果となる可能性があります。 

  なお、業績予想に関する事項は、四半期決算短信【添付資料】Ｐ．３「1. 当四半期の連結業績等

に関する定性的情報(3)連結業績予想に関する定性的情報」をご参照ください。 

  

4. その他（詳細は、【添付資料】Ｐ．４「その他」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

  新規  － 社（        ）、除外  － 社（        ）

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年12月期３Ｑ 132,960,000株 22年12月期 132,960,000株

② 期末自己株式数 23年12月期３Ｑ 702株 22年12月期 702株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期３Ｑ 132,959,298株 22年12月期３Ｑ 132,959,448株
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当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日～平成23年９月30日）の当社グループは、東日本大震

災及びその後の様々な経営環境の変化の影響を大きく受け、既存店売上高が前年を下回りました。当社

グループは、引き続きQSC（信頼の品質、スピーディーで心地よいサービス、清潔で快適な環境）をベ

ースに、事業の効率性を高めるための投資を継続し、独自性を強化した商品の提供を行うとともに、震

災の利益への影響を最小化するために、投資効率の高い支出に経営資源を集中する等、一層の経営管理

に努めました。 

商品戦略といたしましては、Big America２（テキサスバーガー、アイダホバーガー、マイアミバー

ガー、マンハッタンバーガー）をはじめ、イタリアンハーブ、カリフォルニアコブといったアイコンチ

キンシリーズや、メガマック、チキンタツタなど魅力ある商品を継続的に展開し、東日本大震災の影響

による顧客数の落ち込みを最小限にとどめました。また新しい朝食メニューとして、チキンマフィンを

投入し、朝の時間帯の売上高強化に努める一方で、昼の時間帯にはマックランチをお手ごろな価格で提

供するなど、時間帯別のニーズに応じた商品戦略を実行いたしました。夏場には炭酸ドリンク全サイズ

を100円で提供する等、節電要請に対応する中で売上高を確保するための施策を積極的に展開いたしま

した。９月には、月見バーガーやマックフライポテトのキャンペーンで、更なる売上高の底上げに貢献

しました。 

また、戦略的閉店、よりキャパシティの大きなドライブスルー店舗の出店や、厨房設備の強化等の複

合的な施策により、１店舗当たりの平均売上高は、前年を上回る結果となっており、ビジネス基盤の強

化は堅調に進んでおります。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の既存店売上高は７、８月の節電要請等による消費者のラ

イフスタイル変化の影響での顧客数の落ち込みが大きく影響したものの、対前年同期比0.6％減少にと

どまりました。しかしながら、節電要請が解除された９月単月の既存店売上高は、対前年同期比4.8％

増加しており、直近の業績は着実に回復しております。 

システムワイドセールスは戦略的閉店による店舗数減少の影響で対前年同期比4.0％減少し、3,925億

25百万円、売上高は同戦略的閉店やフランチャイズ化の影響により、対前年同期比9.3％減少し、2,232

億75百万円となりました。 

利益面につきましては、７、８月の売上高の落ち込みによる利益の減少、ロイヤルティ料率の上昇と

いった外的な要因により、営業利益は215億61百万円（前年同期比６億55百万円減少）、経常利益は212

億46百万円（前年同期比５億５百万円減少）となりました。 

一方、四半期純利益は、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額30億14百万円、震災による災害損

失及び災害損失引当金繰入額12億48百万円等を特別損失に計上したものの、86億39百万円（前年同期比

23億93百万円増加）と、対前年同期比で増益を確保いたしました。 

(注) 既存店売上高とは、少なくとも13ヶ月以上開店している店舗を対象店舗として、その店舗の売上高を当年と

前年それぞれ合計して比較したものです。 

(注) システムワイドセールスとは、直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高であり、連結損益計算書に記載

されている売上高と一致しません。 

なお、店舗数推移につきましては、戦略的閉店の実施、フランチャイズ化の順調な推進により、以下

のとおりとなっております。 
  

 
(注) 上記区分移行には、BFLエクササイズにより売却した店舗を含んでおりません。 

BFLエクササイズとは、BFL契約(Business Facilities Lease契約；フランチャイジーが日本マクドナルド株

式会社から店舗及び設備等を賃借して店舗運営を行う契約形態)のフランチャイジーが、日本マクドナルド株

式会社へ申請することにより、同社の審査を経てコンベンショナル契約(フランチャイジーが店舗用設備を購

入して店舗運営を行う契約形態)へ移行することです。 

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

区分
前連結会計 
年度末

新規出店 閉店
区分移行(注) 当第３四半期

連結会計 
期間末増加 減少

直営店舗数 1,337店 26店 △25店 9店 △90店 1,257店

フランチャイズ 
店舗数

1,965店 30店 △56店 90店 △9店 2,020店

合計店舗数 3,302店 56店 △81店 99店 △99店 3,277店
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当第３四半期連結会計期間末の総資産は2,064億23百万円となり、前連結会計年度末に比べ61億94百

万円増加しました。これは主に四半期純利益の獲得により、流動資産が97億13百万円増加、新規出店

等により有形固定資産が17億３百万円増加した一方、ソフトウエアの減価償却及び敷金保証金の回収

が進んだこと等により、無形固定資産が29億83百万円、投資その他の資産が22億38百万円減少したこ

とによるものであります。 

  

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、前連結会計

年度末と比較し152億16百万円増加し、481億70百万円となりました。 

  

営業活動の結果得られた資金は、254億５百万円(前年同期比139億84百万円増加)となりました。こ

の主な収入要因としましては、税金等調整前四半期純利益が168億46百万円となったこと、減価償却費

を88億15百万円計上したこと、法人税等の還付額が50億90百万円であったことがあげられます。主な

支出要因としましては、法人税等の支払額が49億10百万円であったことがあげられます。 

  

投資活動の結果使用した資金は、56億59百万円(前年同期比26億17百万円増加)となりました。この

主な支出要因としましては、有形固定資産の取得による支出が96億81百万円、敷金及び保証金の差入

による支出が18億77百万円があげられます。主な収入要因としましては、有形固定資産の売却による

収入が27億15百万円、敷金及び保証金の回収による収入が34億45百万円があげられます。 

  

財務活動の結果使用した資金は、45億26百万円(前年同期比７億72百万円増加)となりました。この

主な支出要因としましては、配当金の支払額が39億45百万円、ファイナンス・リース債務の返済によ

る支出が５億81百万円があげられます。 

  

平成23年12月期の通期の業績予想につきましては、平成23年２月３日に公表いたしました業績予想

を変更しておりません。 

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(財政状態の分析)

(キャッシュ・フローの状況)

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

(投資活動によるキャッシュ・フロ－)

(財務活動によるキャッシュ・フロ－)

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末のたな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20

年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日)を適用しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は91百万円、経常利益は111百万円、税金等調

整前四半期純利益は3,126百万円それぞれ減少しております。また、当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額は4,713百万円であります。 

  

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内

閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利

益」の科目で表示しております。 

  

（追加情報） 

賞与引当金 

当社は、従来、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額の当連結会計年

度の負担額を計上しておりましたが、これに加えまして、当第３四半期連結会計期間より、一部の

従業員を対象に株価連動型賞与を導入しており、賞与の支給額は当社の株価に連動して算定される

ため、付与日から支給日までの間の各決算日時点における公正価値をオプション評価モデル（ブラ

ックショールズモデル）を用いて算定し、権利確定期間の期日到来割合を乗じた金額を引当金とし

て計上しております。なお、市場条件以外の業績条件は反映しておりません。 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

① 簡便な会計処理

(たな卸資産の評価方法)

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

(税金費用の計算)

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

(会計処理基準に関する事項の変更)

(表示方法の変更)
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,172 25,954

売掛金 8,385 9,966

有価証券 31,997 6,998

商品 3 4

原材料及び貯蔵品 1,129 1,284

その他 6,988 10,743

貸倒引当金 △73 △63

流動資産合計 64,602 54,888

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 33,891 31,115

機械及び装置（純額） 8,375 9,390

工具、器具及び備品（純額） 5,049 6,269

土地 17,383 17,526

リース資産（純額） 3,638 3,239

建設仮勘定 1,491 585

有形固定資産合計 69,829 68,126

無形固定資産

のれん 1,103 1,375

ソフトウエア 8,842 11,553

その他 757 758

無形固定資産合計 10,703 13,687

投資その他の資産

敷金及び保証金 52,942 54,802

その他 9,063 9,402

貸倒引当金 △717 △677

投資その他の資産合計 61,288 63,526

固定資産合計 141,821 145,340

資産合計 206,423 200,228
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,078 8,840

未払金 12,510 17,178

未払法人税等 5,327 770

賞与引当金 1,762 1,947

店舗閉鎖損失引当金 94 927

災害損失引当金 354 －

その他 10,972 11,681

流動負債合計 38,099 41,346

固定負債

長期借入金 500 500

賞与引当金 55 －

退職給付引当金 1,907 1,864

役員退職慰労引当金 186 167

資産除去債務 4,713 －

その他 3,838 3,889

固定負債合計 11,201 6,420

負債合計 49,300 47,766

純資産の部

株主資本

資本金 24,113 24,113

資本剰余金 42,124 42,124

利益剰余金 95,818 91,120

自己株式 △1 △1

株主資本合計 162,055 157,357

評価・換算差額等

土地再評価差額金 △5,082 △5,035

評価・換算差額等合計 △5,082 △5,035

少数株主持分 150 140

純資産合計 157,122 152,462

負債純資産合計 206,423 200,228
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年９月30日)

売上高 246,107 223,275

売上原価 194,449 176,503

売上総利益 51,657 46,772

販売費及び一般管理費 29,441 25,210

営業利益 22,216 21,561

営業外収益

受取利息 95 146

未回収商品券収入 145 131

受取補償金 94 70

その他 245 315

営業外収益合計 580 663

営業外費用

支払利息 42 70

貸倒引当金繰入額 － 51

店舗用固定資産除却損 888 713

その他 113 143

営業外費用合計 1,044 978

経常利益 21,752 21,246

特別利益

貸倒引当金戻入額 36 －

移転補償金 － 57

特別利益合計 36 57

特別損失

固定資産除却損 189 171

店舗閉鎖損失引当金繰入額 2,508 －

店舗閉鎖損失 7,846 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,014

災害損失引当金繰入額 － 354

災害による損失 － 894

その他 9 22

特別損失合計 10,553 4,457

税金等調整前四半期純利益 11,235 16,846

法人税等 4,979 8,196

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,649

少数株主利益 10 9

四半期純利益 6,246 8,639
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,235 16,846

減価償却費 9,151 8,815

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 2,348 △473

その他の引当金の増減額（△は減少） 564 361

未回収商品券収入 △145 △131

受取利息 △95 △146

支払利息 42 70

店舗閉鎖損失 4,580 －

固定資産除却損 605 568

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,014

売上債権の増減額（△は増加） 1,739 1,579

たな卸資産の増減額（△は増加） 894 157

フランチャイズ店舗の買取に係るのれんの増減
額（△は増加）

100 272

その他の資産の増減額（△は増加） 1,692 164

仕入債務の増減額（△は減少） △1,195 △1,762

未払金の増減額（△は減少） △4,480 △4,746

未払費用の増減額（△は減少） △1,740 △501

その他の負債の増減額（△は減少） △1,187 1,022

その他 41 138

小計 24,152 25,249

利息の受取額 9 39

利息の支払額 △27 △63

法人税等の支払額 △12,751 △4,910

法人税等の還付額 38 5,090

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,421 25,405

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,684 △9,681

有形固定資産の売却による収入 2,641 2,715

敷金及び保証金の差入による支出 △1,596 △1,877

敷金及び保証金の回収による収入 3,753 3,445

ソフトウエアの取得による支出 △1,184 △256

その他 27 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,041 △5,659

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △281 △581

セール・アンド・リースバック取引による収入 494 －

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △3,966 △3,945

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,753 △4,526

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,615 15,216

現金及び現金同等物の期首残高 20,148 32,953

現金及び現金同等物の四半期末残高 24,763 48,170
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該当事項はありません。 

  

ハンバーガーレストラン事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営

業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

  

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当社グループの事業セグメントは、ハンバーガーレストラン事業単一であるため、セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

前第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

〔所在地別セグメント情報〕

前第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

〔海外売上高〕

前第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

〔セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日 至 平成23年９月30日)

(追加情報)

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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